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制定 平成２４年９月１９日 原規防発第120919004号原子力規制委員会決定 

修正 平成２５年３月２７日 原規防発第130314001号原子力規制委員会決定 

修正 平成２６年２月２６日 原規防発第1 4 0 2 2 6 1号原子力規制委員会決定 

修正 平成２６年１０月８日 原規防発第14100710号原子力規制委員会決定 

修正 平成２７年８月２６日 原規放発第1 5 0 8 2 6 3号原子力規制委員会決定 

修正 平成２８年３月２３日 原規放発第16032318号原子力規制委員会決定 

修正 平成２８年５月２５日 原規放発第1 6 0 5 2 5 2号原子力規制委員会決定 

修正 平成２８年９月２１日 原規放発第1 6 0 9 2 1 1号原子力規制委員会決定 

修正  平成３０年１月３１日  原規総発第1 8 0 1 3 1 4号原子力規制委員会決定 

修正 令和 ５年４月２１日 原規総発第2 3 0 4 2 1 1号原子力規制委員会決定 

 

原子力規制委員会防災業務計画を次のように定める。 

 

  平成２４年９月１９日 

 

原子力規制委員会 

 

原子力規制委員会防災業務計画 
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第１編 総則  

 

第１章 計画の目的  

この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」

という。）第３６条第１項（原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１

５６号。以下「原災法」という。）第２８条の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）及び第３７条第１項、大規模地震対策特別措置法（昭和５３

年法律第７３号）第６条第１項、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法（平成１４年法律第９２号）第５条第１項並びに日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成

１６年法律第２７号）第５条第１項の規定に基づき、原子力規制委員会が、そ

の所掌事務につき、防災に関し必要な体制を確立するとともに、災害予防、災

害応急・復旧、災害復興その他防災に関し採るべき措置を定め、もって防災行

政事務の総合的かつ計画的な遂行に資することを目的とする。 

 

第２章 用語の定義 

本計画において使用する用語は、原災法第６条の２第１項に基づき定める原

子力災害対策指針、「原子力規制庁初動対応マニュアル～情報収集事態及び警

戒事態に至らない大規模自然災害等における規制庁の対応～」（平成２８年５

月２５日原子力規制庁決定。以下「初動対応マニュアル１」という。）、「原

子力災害対策初動対応マニュアル～情報収集事態及び警戒事態における対応

～」（平成２９年１０月３０日内閣府政策統括官（原子力防災担当）・原子力

規制庁長官決定。以下「初動対応マニュアル２」という。）、及び原子力災害

対策マニュアル（平成２４年１０月１９日原子力防災会議幹事会決定）（以下

「原災マニュアル」という。）において使用する用語の例による。 

 

第３章 防災の基本方針 

原子力規制委員会は、原子力規制委員会設置法（平成２４年法律第４７号）

第３条に規定する任務を遂行するため、災対法及び災対法第３４条第１項に基

づき作成される防災基本計画、原災法及び原災法第６条の２第１項に基づき定

める原子力災害対策指針その他の関係法令に基づき、災害予防、災害応急・復

旧、災害復興その他防災に関し採るべき措置を講じるものとする。なお、防災

に関する事務の処理に当たっては、防災行政事務の統一性を保持しつつこれを

効率的に実施するため、関係機関と密接に連絡し、相互に協力するよう努める。 

 

第４章 防災業務計画の見直し 

社会経済情勢の変化、災害時の教訓、訓練の検証、国内外の研究等を踏まえ、
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毎年防災業務計画の内容を点検し、必要に応じ、修正を加える。 

 

第２編 防災に関する組織体制 

 

第１章 原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室及び原子力規制委員会・内

閣府合同現地情報連絡室 

○情報発信を開始する事象が発生した場合は、勤務時間中においては緊急事

案対策室員、勤務時間外においては緊急事案対策室勤務員（班長及び副班長）

及び宿日直勤務員（宿日直①・②）（以下「宿日直等」という。）が対応す

る。 

○情報収集連絡体制を強化する事象が発生した場合は、宿日直等に加え、連

絡体制強化要員が、官邸、ＥＲＣ等所定の場所に参集し対応する。 

○情報収集事態が発生した場合は、内閣府（原子力防災）とともに、原子力

規制委員会・内閣府合同情報連絡室（以下｢合同情報連絡室｣という。）を原

子力規制庁緊急時対応センター（以下｢ＥＲＣ｣という。）に設置するととも

に、情報収集事態が発生した地域に係る緊急事態応急対策等拠点施設（原災

法第１２条第１項に規定する緊急事態応急対策等拠点施設をいう。以下「オ

フサイトセンター」という。）に、原子力規制委員会・内閣府合同現地情報

連絡室（以下「合同現地情報連絡室」という。）を設置する。 

○合同情報連絡室においてはオンサイト総括が、合同現地情報連絡室におい

ては原子力規制事務所副所長又は所長があらかじめ指名した原子力防災専門

官が、それぞれの連絡室における事務を統括するものとする。  

○合同情報連絡室及び合同現地情報連絡室は、情報収集事態に係る対応を実

施する必要がなくなった場合には、廃止するものとする。なお、原子力規制

委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部（以下「事故警戒本部」という。）

及び原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地警戒本部（以下「事故現

地警戒本部」という。）が設置される場合において、合同情報連絡室及び合

同現地情報連絡室を廃止するときは、それらの事務をそれぞれ事故警戒本部

及び事故現地警戒本部に引き継ぐものとする。 

○上記のほか、合同情報連絡室及び合同現地情報連絡室の詳細は、初動対応

マニュアル２及び原子力緊急事態等現地対応標準マニュアル（平成２６年６

月２０日内閣府政策統括官（原子力防災担当）・原子力規制庁長官決定。以

下「現地対応マニュアル」という。）に基づく。 

 

第２章 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部及び原子力規制委

員会・内閣府原子力事故合同現地警戒本部 

○警戒事態が発生した場合は、内閣府（原子力防災）とともに事故警戒本部
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をＥＲＣに設置するとともに、警戒事態が発生した地域に係るオフサイトセ

ンターに、事故現地警戒本部を設置する。 

○事故警戒本部においては原子力規制委員会委員長（以下「委員長」という。）

が、事故現地警戒本部においては原子力規制事務所副所長又は所長があらか

じめ指名した原子力防災専門官が、それぞれの本部における事務を統括する

ものとする。 

○事故警戒本部及び事故現地警戒本部は、原子力規制委員会・内閣府原子力

事故合同対策本部（以下「事故対策本部」という。）及び原子力規制委員会・

内閣府原子力事故合同現地対策本部（以下「事故現地対策本部」という。）

が設置された場合又は警戒事態に係る対応を実施する必要がなくなった場合

には、廃止されるものとする。なお、事故対策本部及び事故現地対策本部が

設置される場合において、事故警戒本部及び事故現地警戒本部を廃止すると

きは、それらの事務をそれぞれ事故対策本部及び事故現地対策本部に引き継

ぐものとする。 

○上記のほか、事故警戒本部及び事故現地警戒本部の詳細は、初動対応マニ

ュアル２、原災マニュアル及び現地対応マニュアルに基づく。 

 

第３章 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部及び原子力規制委

員会・内閣府原子力事故合同現地対策本部 

○施設敷地緊急事態が発生した場合は、内閣府（原子力防災）とともに、事

故対策本部を設置するとともに、施設敷地緊急事態が発生した地域に係るオ

フサイトセンターに事故現地対策本部を設置する。 

○事故対策本部においては、内閣府特命担当大臣（原子力防災）（又は内閣

府副大臣（原子力防災担当）若しくは内閣府大臣政務官（原子力防災担当）

等）とともに委員長又は原子力規制委員会委員（以下「委員」という。）が

本部長を、事故現地対策本部においては、内閣府副大臣（原子力防災担当）

（又は内閣府大臣政務官（原子力防災担当）。これらが対応できない場合に

は、環境副大臣又は環境大臣政務官等）が本部長を、それぞれ務めるものと

する。 

○事故対策本部及び事故現地対策本部は、原子力災害対策本部（以下「原災

本部」という。）及び原子力災害現地対策本部（以下「原災現地本部」とい

う。）が設置された場合又は、施設敷地緊急事態に係る対応を実施する必要

がなくなった場合には、廃止されるものとする。なお、原災本部及び原災現

地本部が設置される場合において、事故対策本部及び事故現地対策本部を廃

止するときは、それらの事務をそれぞれ原災本部及び原災現地本部に引き継

ぐものとする。 

○上記のほか、事故対策本部及び事故現地対策本部の詳細は、原災マニュア
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ル及び現地対応マニュアルに基づく。 

 

第４章 原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部 

○全面緊急事態が発生した場合は、原災法第１６条第１項の規定により原災

本部が、原災法第１７条第９項の規定により原災現地本部が設置される。  

○原災本部においては、内閣総理大臣が本部長を、内閣官房長官、環境大臣、

内閣府特命担当大臣（原子力防災）、委員長、内閣府特命担当大臣（防災）

（大規模複合災害時※）及び必要に応じて原子力利用省庁の担当大臣（事故

発生施設が電力事業者等民間企業の所有に係る場合は経済産業大臣、大学・

研究機関等の所有に係る場合は文部科学大臣）が副本部長を、原災現地本部

においては、内閣府副大臣（原子力防災担当）（又は内閣府大臣政務官（原

子力防災担当）。これらが対応出来ない場合には、環境副大臣又は環境大臣

政務官等）が本部長を務めるものとする。  

※施設敷地緊急事態と自然災害が複合して発生し、当該自然災害に対して、 

緊急災害対策本部、非常災害対策本部又は特定災害対策本部（以下、「政府

本部」という。）が設置されている場合 

○原子力規制庁長官（又は代理の職員）が原災本部事務局官邸チーム事務局

長代理を、原子力規制庁次長（又は代理の職員）が原災本部事務局ＥＲＣチ

ーム事務局長を務めることをはじめ、内閣府（原子力防災）とともに原子力

規制委員会が同本部の事務局の中核を担うものとする。 

○原災本部及び原災現地本部は、原災法第２１条の規定に基づき、その設置

期間が満了した時に、廃止される。  

○上記のほか、原災本部及び原災現地本部の詳細は、原災マニュアル及び現

地対応マニュアルに基づく。 

 

第５章 原子力規制委員会原子力艦災害対策本部 

○関係省庁（内閣府（防災担当）、外務省、防衛省）から、米国政府より原

子力艦の原子力災害に関する通報を受けたとの連絡が原子力規制庁に入った

場合又は横須賀港（神奈川県）、佐世保港（長崎県）、金武中城港（沖縄県）

の敷地境界付近のモニタリング値が原子力艦の原子力災害対策マニュアル

（平成１６年８月２５日中央防災会議主事会議申合せ。以下「原子力艦原災

マニュアル」という。）に定める通報基準に達した場合は、原子力規制委員

会原子力艦災害対策本部をＥＲＣに設置する。 

○原子力規制委員会原子力艦災害対策本部においては委員長が本部長を務め

るものとする。 

○原子力規制委員会原子力艦災害対策本部は、原子力艦の原子力災害に係る

対応を実施する必要がなくなった場合には、廃止されるものとする。 
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○上記のほか、原子力艦災害対策本部の詳細は、「原子力艦の原子力災害時

等の初動対応マニュアル～原子力艦の原子力災害時等における原子力規制委

員会の対応～」（平成２８年９月２１日原子力規制委員会決定。以下「原子

力艦初動対応マニュアル」という。）に基づく。 

 

第６章 業務継続計画 

首都直下型地震及び新型インフルエンザ等が発生した際においても、災害応

急対策をはじめとする業務を継続するために必要となる執行体制、執務環境等

を定めた原子力規制委員会業務継続計画（首都直下型地震対策）（平成２６年

４月２日原規放発第 1404015 号原子力規制委員会決定）及び原子力規制委員会

業務継続計画（新型インフルエンザ等対策）（平成２６年４月２日原規放発第

1404016号原子力規制委員会決定）に基づき、災害応急対策業務の継続性を確保

するものとする。 

 

第３編 災害対策 

 

第１章 災害予防 

第１節 原子力災害対策指針 

原災法第６条の２第１項に基づき、原子力災害対策指針を定めるものとす

る。 

 

第２節 施設等の安全性の確保 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号）、原災法等に基づき、原子力災害の予防のために必要な措

置を講じるものとする。 

○原子力事業所に対する安全規制を徹底し、原子力事業所等の安全性の確

保に努めるものとする。 

○原子力事業者が行う原子力災害の予防のための措置が適切に行われてい

ることについて、適時適切に立入検査の実施等をするものとする。 

○原子力運転検査官を原子力事業所の所在地に配置し、原子力事業所の運

転状況、設備の保全状況、保安規定の遵守状況等について、巡視、検査等

を行わせ、原子力規制庁緊急事態対策監をして、原子力事業所における緊

急時対応に関する事務を統括整理させるものとする。 

 

第３節 原子力防災に関する研究等の推進 

○文部科学省、経済産業省等とともに、原子力防災に関する科学技術及び

研究の振興を図るものとする。 
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○文部科学省、経済産業省等とともに、原子力防災に資するデータの集積、

研究成果の収集、各種試験研究施設・設備の整備・充実を図るものとする。 

○研究機関等の行った原子力防災に関する研究の成果が防災施策の強化に

資するよう、文部科学省、経済産業省等とともに、国及び地方公共団体等

の防災機関への情報提供等を推進するとともに、必要に応じ原子力災害対

策指針等の改訂等、防災施策への反映を行うものとする。 

○地域防災計画・避難計画に係る具体化・充実化に当たって地方公共団体

が大気中放射性物質拡散の計算を活用する場合には、内閣府（原子力防災）

とともに、専門的・技術的観点から支援を行うものとする。 

 

第４節 再発防止対策の実施 

○原子力事業者において原子力災害発生の原因究明を行い、必要な再発防

止対策が適切に行われていることについて、適時適切に立入検査の実施等

をするものとする。 

 

第５節 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

原子力事業者から常時伝送される原子力施設の原子炉等の状態、敷地

境界モニタリングポストの測定値、風向・風速等のデータについて、緊

急時対策支援システム（以下「ＥＲＳＳ」という。）のデータセンター

で受信するものとする。 

 

２ 情報の分析整理 

異なる専門機関に属する専門家間の平常時における交流を促進するた

めに、専門家の間のネットワークを構築するように努めるものとする。 

 

３ 通信手段の確保 

○内閣府（原子力防災）及び地方公共団体とともに、オフサイトセンタ

ーに非常用電話、ファクシミリ、テレビ会議システム、衛星電話その他

非常用通信機器を整備・維持するものとする。 

○官邸、内閣府本府庁舎、ＥＲＣ、オフサイトセンター、原子力施設事

態即応センター、緊急時対策所及び関係指定公共機関との間の円滑な情

報連絡を確保するため、内閣府（原子力防災）及び原子力事業者ととも

に、各々の拠点間をつなぐテレビ会議システム及び衛星電話の整備を行

うものとする。テレビ会議システムについては、地上回線の途絶に備え、

衛星電話による伝送経路の多様化を図るなど、通信の信頼性を確保する

ものとする。 
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○原子力災害時の非常用通信設備（統合原子力防災ネットワーク）につ

いて、信頼性の向上を図るとともに伝送状態を常時監視し、異常の発生

に直ちに対応する体制を構築するものとする。 

 

４ 防災体制の整備 

○原子力防災の中核を担う者として、内閣府（原子力防災）とともに関

係者との連絡方法、事態に応じた体制、専門家の活用方策、意思決定方

法、原子力緊急事態と判断すべき事象の詳細、現地における対応方策等

を定めておくものとする。 

○庁舎内に電話回線、ファクシミリ、テレビ会議システム、ＥＲＳＳ等

必要な資機材を備えた十分な広さを有するＥＲＣを整備・維持するもの

とする。 

 

５ 防災関係機関相互の連携体制 

○警察機関、消防機関、海上保安部署及び自衛隊の実動組織間で緊急時

における迅速かつ円滑な応急対策が図られるよう、関係省庁とともに、

日頃から、原子力災害を想定した訓練を行うなど体制を整備するものと

する。 

○地方公共団体が地域防災計画（原子力災害対策編）を策定する上で災

害想定を始めとする支援を要請した場合には、内閣府（原子力防災）等

とともに、地域原子力防災協議会を通じて、必要な支援を行うものとす

る。 

○原子力事業者における応急対策に必要となる資機材や実施手順等の整

備状況を踏まえ、関係省庁とともに、実動組織を含む関係機関による応

急対策への支援について検討するものとする。このため、関係省庁と原

子力事業者が、平常時から、原子力事業者の装備資機材の整備状況及び

訓練の実施状況等の情報を共有し、応急対策及びその支援について検討

するための連絡会議を設ける。また、関係省庁、地方公共団体及び原子

力事業者等が参加する訓練を活用して、連絡会議における検討内容の検

証を行うものとする。 

○連絡会議における検討結果、訓練結果の検証等を踏まえ、関係省庁、

地方公共団体、原子力事業者等と協議の上、原災マニュアル等に反映す

る。  

 

６ 緊急事態応急対策等拠点施設の指定、整備 

○内閣総理大臣がオフサイトセンターを指定又はこれを変更する際、原

災法第１２条第２項に基づき、内閣総理大臣から原子力規制委員会に対
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し意見照会があった場合に、原子力規制委員会は、内閣総理大臣に対し

て意見を述べるものとする。また、オフサイトセンターが自然災害等で

機能不全になったときに備え、内閣府政策統括官（原子力防災担当）が

代替施設を指定又はこれを変更する際、内閣府政策統括官（原子力防災

担当）から原子力規制庁長官に対し意見照会があった場合に、原子力規

制庁長官は、内閣府政策統括官（原子力防災担当）に対して意見を述べ

るものとする。 

○内閣府（原子力防災）、地方公共団体及び原子力事業者とともに、平

常時より協力して、それぞれの役割と責任に応じて、オフサイトセンタ

ー及びその代替施設における応急対策の実施に必要な設備、資機材及び

資料等について適切に整備、維持及び管理するものとする。 

 

７ 緊急時モニタリング体制の整備 

○ＥＲＣ放射線担当は、緊急時モニタリング（放射性物質若しくは放射

線の異常な放出又はそのおそれがある場合に実施する環境放射線モニタ

リングをいう。以下同じ。）を統括するものとする。 

○あらかじめ緊急時モニタリングに動員可能な資機材及び要員について

把握し、その動員の計画を策定するものとする。 

○緊急時モニタリングセンターの組織体制を整備するものとする。 

○指定公共機関、原子力事故に係る原子力事業者及び当該原子力事業者

以外の原子力事業者とともに、現地に動員すべき緊急時モニタリング要

員及び資機材の動員体制を整備・維持するものとする。 

○水産庁、気象庁、環境省、防衛省等とともに、必要に応じて、対応可

能な範囲で空からの又は海上における緊急時モニタリングに関して、実

施又は支援のための適切な体制を整備するものとする。 

 

８ 住民等の被ばく線量の把握体制の整備 

○健康調査・健康相談を適切に行う観点から、住民等の被ばく線量の把

握を迅速に行えるよう、環境省及び指定公共機関とともに、モニタリン

グデータ及び移動（行動）から線量推計を行うためのツール（ソフトウ

ェア）の整備・維持を行うとともに、線量評価要員の確保等、住民等の

被ばく線量評価体制を整備するものとする。 

○地方公共団体が健康調査・健康相談を行う観点から行う被ばく線量の

把握を支援するため、内閣府（原子力防災）、環境省及び指定公共機関

とともに、ＮａＩ（ＴＩ）サーベイメータ、ホールボディカウンタ、甲

状腺モニタ等の配備・維持管理、測定・評価要員の確保等を行うものと

する。 
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９ 専門家の派遣体制 

○原子力災害時に、指定公共機関その他研究機関等の原子炉工学、放射

線防護等に関する専門家を招集し、技術的助言を得るため、内閣府（原

子力防災）、文部科学省、経済産業省等とともに、あらかじめ招集する

専門家のリストを指定公共機関等と調整した上で作成し、非常招集体制

を整備するものとする。 

○内閣府（原子力防災）、文部科学省、経済産業省等とともに、緊急時

に指定公共機関その他研究機関等の原子炉工学、放射線防護等に関する

専門家を招集し、招集された専門家は収集された情報をもとに被災状況

及び応急対策について評価・検討し、国等が行う緊急事態応急対策への

技術的支援を行う体制の整備をするものとする。 

○指定公共機関等からのモニタリング、医療等に関する専門家、現地対

策本部等の要員等の迅速な派遣体制を確保するため、内閣府（原子力防

災）、文部科学省、経済産業省とともに、国土交通省、海上保安庁、防

衛省、消防庁及び警察庁（以下「緊急輸送関係省庁」という。）に対す

る輸送支援の要請を含む現地への移送手段等について、原子力事業所ご

とにあらかじめ関係機関と調整の上定めておくものとする。 

 

第６節 避難の受入れ及び情報提供活動関係 

地方公共団体が屋内退避及び避難誘導計画をあらかじめ策定する際に、内

閣府（原子力防災）及び原子力事業者とともに、必要な支援を行うものとす

る。 

 

第７節 緊急輸送活動関係 

内閣府（原子力防災）等とともに、緊急時にオフサイトセンター、原子力

施設事態即応センター等に派遣する職員の派遣体制を整備・維持するものと

する。現地への国の職員の派遣に当たっては、車両、航空機等による輸送支

援について、緊急輸送関係省庁に対する派遣要請等を迅速に行い得るようあ

らかじめ必要なマニュアル等を整備するものとする。 

 

第８節 医療活動関係 

○文部科学省、厚生労働省及び地方公共団体と協力し、原子力災害時の

医療体制の整備・維持を行うものとする。その際、地域の災害拠点病院

等、既存の災害時の医療提供体制と連携した体制となるよう、留意する

ものとする。 

○主に原子力災害拠点病院で対応が困難な被ばく傷病者等の受入れを行
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う高度被ばく医療支援センターを指定するとともに、複数の機関を指定

する場合は、そのうち一の機関を中心的・先導的な役割を担う基幹高度

被ばく医療支援センターとして指定するほか、原子力災害医療派遣チー

ムの派遣及び派遣調整を行う原子力災害医療・総合支援センターの指定

を行うなど、原子力災害時の医療体制の整備に努めるものとする。 

○高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援センター及

び被災地域外の地方公共団体等と協力して、原子力災害医療派遣チーム

を編成できるよう、体制の整備を行うものとする。 

○原子力災害発生時に現地への迅速な派遣が可能な原子力災害医療に係

る医療チームに参加する医師、看護師等に対する教育研修を推進するも

のとする。 

○地方公共団体が医療資機材等を整備する際には、内閣府（原子力防災）、

厚生労働省とともに、整備すべき資機材に関する情報提供等を行うもの

とする。 

○原子力災害時の拠点となる原子力災害拠点病院等の診察状況等の情報

を迅速に把握するために、地方公共団体とともに、原子力災害医療に係

る医療情報システムの整備に努めるものとする。 

 

第９節 被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者の安全確保 

被ばくの可能性のある環境下で活動する防災業務関係者の安全確保につ

いては、人事院規則１０－５及び原子力規制委員会放射線障害防止管理規

定に基づき、被ばく線量の管理、防災資機材の整備、安全確保のために必

要な研修、教育訓練を行うとともに、実際の活動にあたっては地方公共団

体及び原子力事業者と相互に密接な情報交換を行うものとする。 

 

第１０節 海外等からの支援の受入活動関係 

○海外等からの支援については、外務省等とともに、即座に到着が可能で

あるか、被災地等に過大な負担をかけない自己完結型であるかなど発災前

にあらかじめ個々の支援機関について調査し、その情報の蓄積を図ってお

くものとする。 

○外務省等とともに、あらかじめ海外等からの支援の受入れの可能性のあ

る分野について検討し、受入判断、受入手続、人員・物資のマッチング方

法等その対応方針を定めておくものとする。 

○外務省等とともに、海外等からの支援を受け入れる場合に必要な諸手続

等についてあらかじめ定めておくものとする。 
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第１１節 防災関係機関等の防災訓練等の実施 

１ 訓練計画の策定 

○内閣府（原子力防災）とともに、指定行政機関と相互に協力して、国、

地方公共団体及び原子力事業者等が共同して行う総合的な防災訓練の実

施についての計画を毎年度共同して策定するものとする。 

○総合的な防災訓練の実施について計画を策定するに当たっては、当該

年度における防災訓練の対象となる原子力事業所、実施する時期、共同

して訓練を行う主体、施設敷地緊急事態発生の通報、全面緊急事態の想

定、原子力緊急事態宣言、原災本部及び原子力災害合同対策協議会の運

用に関すること等を定めるものとする。 

○原子力事業者が策定する訓練計画について指導を行うとともに、必要

に応じ訓練に立ち会い、実施状況を確認するものとする。 

 

２ 実践的な訓練の実施と事後評価 

○訓練を行うに当たっては、大規模な自然災害等との複合災害や重大事

故等全面緊急事態を具体的に想定した詳細なシナリオに基づき、参加者

に事前にシナリオを知らせない訓練、訓練開始時間を知らせずに行う訓

練、机上において想定事故に対する対応や判断を試す訓練等の工夫や図

上演習の方法論を活用するなど、現場における判断力の向上につながる

実践的なものとなるよう工夫するものとする。この際、各機関の救援活

動等の連携強化に留意するものとする。 

○内閣府（原子力防災）、地方公共団体、原子力事業者等とともに、訓

練後には専門家の評価も活用し、課題等を明らかにし、必要に応じ、防

災訓練計画やマニュアルの改善等を行うものとする。 

○原子力事業者から重大事故等を想定した訓練の結果が報告された場合

には、評価を行うとともに、必要に応じ原子力事業者に対し原子力防災

体制等の改善その他必要な措置命令を行うものとする。 

 

３ 防災業務関係者に対する研修 

○内閣府（原子力防災）とともに、緊急時の防災業務関係者の業務内容

について具体的に定めたマニュアルを作成するとともに、防災業務関係

者に対し、その能力の維持・向上のため原子力防災等に関する研修を行

うものとする。 

○原子力災害医療の実践に備え、文部科学省及び厚生労働省と協力し、

医療機関等に対し、基本的な放射線や被ばくに関する知識と被ばく患者

への対処に係る技術についての教育・研修・訓練等を実施するものとす

る。 
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第１２節 放射性物質の事業所外運搬時の事故に対する迅速かつ円滑な応

急対策への備え 

○放射性物質の工場又は事業所の外における運搬（原子力規制委員会が所

管する陸上輸送に限る。）（以下「事業所外運搬」という。）中の事故に

係る防災対策について、原子力災害の発生及び拡大の防止のため、原子力

事業者及び運搬を委託された者、内閣府（原子力防災）、国土交通省、海

上保安庁、警察機関及び消防機関とともに、運搬の特殊性、具体的な事故

想定に係る輸送容器の安全性等を踏まえつつ、危険時の措置等を迅速かつ

的確に行うための体制の整備を図るものとする。 

○事業所外運搬中の事故の発生について原子力事業者又は運搬を委託され

た者から通報を受け、関係省庁間の密接な連絡・調整が必要と判断される

場合又は関係省庁の求めがある場合には、内閣府（原子力防災）、国土交

通省とともに、直ちに関係機関への連絡、放射性物質輸送事故対策会議の

開催（特定事象（原災法第１０条第１項前段の規定により通報を行うべき

事象をいう。以下同じ。）の発生に至った場合には、関係省庁事故対策連

絡会議の開催）、事故情報の収集、国の職員及び専門家の現地への派遣、

対外発表等の危険時の措置等を迅速に行うために必要な体制を整備するも

のとする。 

○内閣府（原子力防災）、国土交通省、文部科学省とともに、指定公共機

関等の各分野の専門家をあらかじめ派遣専門家として登録し、また、必要

な資機材についても適切に整備・維持するとともに、指定公共機関等に適

切に整備・維持させるものとする。 

○現地への国の職員及び専門家の派遣に当たっては、内閣府（原子力防災）、

国土交通省とともに、車両、航空機等による輸送支援について、緊急輸送

関係省庁に対する派遣要請等を迅速に行い得るようあらかじめ必要なマニ

ュアル等を整備するものとする。 

○核燃料物質等の運搬中において事故が発生した場合、国土交通省及び原

子力事業者とともに、その原因の究明を行い、必要な再発防止策を講じる

ことにより、原子力災害の未然防止に努めるものとする。 

○原子力緊急事態に至った場合においても、内閣府（原子力防災）、国土

交通省、原子力事業者及び運搬を委託された者とともに、国、原子力事業

者及び運搬を委託された者が主体的に対応するようマニュアルの充実・強

化を図るなど必要な体制を整備するものとする。 
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第２章 災害応急対策 

第１節 発災直後の情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び活動体制の確立 

１ 情報の収集 

情報収集事態、警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態が発生

した場合、直ちに原子力規制事務所長又は所長があらかじめ指名した原

子力運転検査官を、当該原子力事業所に係る緊急時対策所又は必要に応

じて当該原子力事業所内の発災現場等に派遣し、情報収集を行うものと

する。 

情報収集事態、警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態におけ

る連絡等の概要は以下のとおりである。また、これらの連絡等の詳細に

ついては、初動対応マニュアル２、原災マニュアル及び現地対応マニュ

アルに基づく。 

 

２ 情報収集事態発生時の連絡 

○情報収集事態が発生した場合、内閣府（原子力防災）とともに合同情

報連絡室及び合同現地情報連絡室を設置するとともに、官邸に職員を派

遣するものとする。 

○情報収集事態の発生及びその後の状況について、関係省庁及び関係地

方公共団体に対し情報提供を行うものとする。 

 

３ 警戒事態発生時の連絡等 

○警戒事態に該当する自然災害が発生したとき又は原子力事業者等によ

り通報された事象が警戒事態に該当すると判断した場合は、内閣府（原

子力防災）とともに事故警戒本部及び事故現地警戒本部を設置するとと

もに、官邸及び内閣府本府庁舎に職員を派遣するものとする。 

○警戒事態の発生及びその後の状況について、関係省庁及び関係地方公

共団体に対して情報提供を行うものとする。 

○上席放射線防災専門官が主体となり、地方公共団体、原子力事業者及

び指定公共機関とともに、緊急時モニタリングセンターの立上げ準備や

モニタリングポストの監視強化等緊急時モニタリングの準備を行うもの

とする。 

○警戒事態が発生した場合、原子力事業者とともに、直ちに官邸、内閣

府本府庁舎、ＥＲＣ、オフサイトセンター、原子力施設事態即応センタ

ー、緊急時対策所及び指定公共機関を結ぶテレビ会議システムを起動す

るものとする。 

 

４ 施設敷地緊急事態発生時の連絡等 
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（１）施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

○原子力防災管理者から施設敷地緊急事態に該当する事象の発生の通

報を受けた場合には、当該事象の概要、事象の今後の進展の見通し等

事故情報等について内閣官房、内閣府（原子力防災）、関係地方公共

団体及び関係都道府県の警察本部に連絡するものとする。 

○原子力防災管理者から施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、

内閣府（原子力防災）とともに直ちに事故対策本部及び事故現地対策

本部を設置するものとする。 

○施設敷地緊急事態が発生した場合、地方公共団体及び原子力事業者

とともに、直ちにあらかじめ定めた非常参集体制を発動し、官邸、内

閣府本府庁舎、ＥＲＣ、オフサイトセンター、原子力施設事態即応セ

ンター、緊急時対策所、原子力事業所災害対策支援拠点等にそれぞれ

非常参集職員等を参集させるものとする。 

○原子力規制庁長官が指定する原子力規制庁職員等の職員に加え、必

要に応じ、委員を原子力施設事態即応センターに派遣するものとする。 

○施設敷地緊急事態が発生した場合、原子力事業者とともに、直ちに

官邸、内閣府本府庁舎、ＥＲＣ、オフサイトセンター、原子力施設事

態即応センター、緊急時対策所及び関係指定公共機関を結ぶテレビ会

議システムを通じた各拠点間の連絡体制を確認するものとする。 

○原子力運転検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は、原子

力災害発生場所の状況を把握し、ＥＲＣに随時連絡するものとする。 

○原子力防災管理者から通報・連絡を受けた事項、事象の概要、事象

の今後の進展の見通し等事故情報、住民の避難準備に係る事項等につ

いて、指定行政機関に連絡するものとする。 

 

（２）施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡 

○原子力事業者から施設の状況、原子力事業者の応急対策活動の状況

及び事故対策本部設置の状況、被害の状況等について通報を受けたら、

現地事故対策連絡会議に連絡するものとする。 

○原子力運転検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は、原子

力災害発生場所の状況を把握し、ＥＲＣに随時連絡するものとする。

○内閣官房、内閣府（原子力防災）、関係省庁、関係地方公共団体等

との間において、原子力事業者及び地方公共団体から連絡を受けた事

項、自ら行う応急対策活動状況等を随時連絡するなど、相互の連絡を

密にするものとする。 

○内閣府（原子力防災）、関係省庁及び関係地方公共団体、指定公共

機関、所在都道府県、関係周辺都道府県、原子力事業者等とともに、
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現地事故対策連絡会議等との連携を密にするものとする。 

 

５ 全面緊急事態における連絡等 

○全面緊急事態に至ったことにより、原災法第１５条に基づき、原子力

緊急事態が発生していると認める場合、その旨を直ちに内閣総理大臣に

上申するものとする。 

○事故対策本部は、内閣官房に原子力緊急事態宣言案及び地方公共団体

の長に対する原災法第１５条第３項に基づく指示案を送付するととも

に、当該指示案を関係する地方公共団体の長に伝達するものとする。そ

の際併せて、緊急時モニタリングの結果等を提出するものとする。 

○全面緊急事態が発生したと判断した場合は直ちに関係省庁及び関係地

方公共団体に連絡を行い、官邸、内閣府本府庁舎、ＥＲＣ、オフサイト

センター等あらかじめ指定された場所に参集することとなっている職員

を参集させるものとする。 

○原災本部が立ち上がった後は、同本部の下、必要な緊急事態応急対策

が円滑に講じられるよう、内閣府（原子力防災）とともに中核的機関と

して役割を果たすものとする。 

○原子力運転検査官等現地に配置された原子力規制庁の職員は、現場の

状況等の把握に努め、ＥＲＣに随時連絡するものとする。 

○原子力防災専門官等現地に配置された原子力規制庁の職員は、オフサ

イトセンターにおいて、必要な情報の収集を行うとともに、原子力事業

者、緊急事態応急対策実施区域に係る地方公共団体、関係機関等の間の

連絡・調整等を行うものとする。 

○関係地方公共団体及び住民に対して、必要に応じ、衛星電話、インタ

ーネットメール、Ｎ－ＡＬＥＲＴ等の多様な通信手段を用いて、原災本

部の指示等を確実に伝達するものとする。 

 

６ 大規模自然災害発生時等の初動対応 

○原子力関係施設所在道府県にかかわらず震度６弱以上の地震発生、大

津波警報の発表及び東京２３区内で震度５強以上の地震のいずれかの大

規模自然災害が発生した場合、並びに内閣危機管理監が参集を求めた場

合は、原子力関係施設に関する被害等の情報の集約、内閣総理大臣等へ

の報告等を迅速かつ円滑に実施するため、原子力規制庁次長又はその代

理者を緊急参集チーム構成員として官邸危機管理センター（以下「危機

管理センター」という。）に参集するなど、初動対応マニュアル１に基

づき対応する。 

○政府本部が設置された場合は、原子力規制庁次長又はその代理者を事
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務局幹事又は本部員として内閣府に登録するものとする。 

○緊急参集チーム構成員等を支援するとともに、原子力関連施設の状況

等の迅速な確認と的確かつ丁寧な対外的説明等を行うための初動対応体

制を構築するものとする。 

○気象庁より、南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と

比べて相対的に高まった旨の南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）

又は南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合には、

前項と同様の初動体制を構築するものとする。 

○情報収集事態及び警戒事態に至らない場合の初動対応のためのマニュ

アルを整備するものとする。 

○上記のほか、大規模自然災害発生時等の初動対応に係る詳細について

は、初動対応マニュアル１に基づく。 

 

７ 施設敷地緊急事態発生及び全面緊急事態発生後における情報収集活動 

（１）緊急時モニタリング 

○上席放射線防災専門官が主体となり、地方公共団体の協力を得て、

ＥＲＣ放射線担当からの指示の下で緊急時モニタリングセンターを立

ち上げ、緊急時モニタリングを開始する等の初動対応及び必要な動員

の指示を行うものとする。 

○原子力災害対策指針に基づき、緊急時モニタリング実施計画を策定

するものとする。 

○関係省庁、地方公共団体、事故に係る原子力事業者及び当該原子力

事業者以外の原子力事業者並びに指定公共機関の協力の下で、緊急時

モニタリングセンターを組織し、緊急時モニタリング実施計画に基づ

き、確実かつ計画的に緊急時モニタリングを実施するものとする。 

○原子力災害対策指針、緊急時モニタリングの結果、緊急時モニタリ

ングセンターからの意見等を踏まえ、緊急時モニタリング実施計画を

適宜改訂するものとする。 

○緊急時モニタリングセンターによる緊急時モニタリングの結果等

を、関係省庁の支援を得てとりまとめ、内閣官房、内閣府（原子力防

災）、指定行政機関及び関係地方公共団体に連絡するものとする。全

面緊急事態発生後においては、原災本部に業務を引き継ぐものとする。 

○緊急時モニタリングの結果に対する総合的な評価を行い、記者会見

等において公表するとともに、ホームページ等において公開するもの

とする。全面緊急事態発生後においては、原災本部に業務を引き継ぐ

ものとする。 

○外国政府等から、外務省を通じ、又は直接モニタリング結果等の提
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供を受けた場合、速やかに、関係省庁と共有するとともに、提供元に

公表の可否を確認した上で、公表するものとする。全面緊急事態発生

後においては、原災本部に業務を引き継ぐものとする。 

○外国政府又は国際機関からモニタリング情報の提供依頼がある場合

には、外務省その他の関係省庁と協議の上、適当と判断される場合に

は、外務省を通じてそれらの情報を提供し、又は必要な調整を行うも

のとする。全面緊急事態発生後においては、原災本部に業務を引き継

ぐものとする。 

○水産庁、気象庁、環境省、防衛省及び指定公共機関等とともに、必

要に応じて、対応可能な範囲で、空からの又は海上における緊急時モ

ニタリングに関して、実施又は支援のための適切な体制を整備するも

のとする。 

○上記のほか、緊急時モニタリングの実施体制、緊急時モニタリング

実施計画の策定、緊急時モニタリングの実施、モニタリングデータの

集約、評価及び公表、外国政府等へのモニタリング情報の提供の詳細

については、原災マニュアルに基づく。 

 

（２）緊急時予測 

施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、原子力施設の状態等を

把握するとともに、原子力事業者からの放出見通し等の情報を踏まえ、

その後の状態変化について事前に用意する事故のシミュレーション結

果を活用して、原子力施設の状態予測をするものとする。また、その

予測結果を原災本部内及びオフサイトセンターで共有するものとす

る。 

 

（３）緊急時の住民等の被ばく線量の把握 

原子力緊急事態宣言発出後、環境省、指定公共機関及び地方公共団

体とともに、健康調査・健康相談を適切に行う観点から、住民等に対

して、緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくを把握す

るための甲状腺被ばく線量モニタリング、放射性セシウムの経口摂取

による内部被ばくを把握するためのホールボディカウンタ等による測

定、緊急時モニタリングの結果等から外部被ばく線量の推計等を行う

ための行動調査を行うものとする。 

 

８ 指定行政機関等の活動体制 

（１）施設敷地緊急事態への対応 

一 原子力事業者の応急措置の監督等 
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原子力規制事務所長又は所長があらかじめ指名した原子力運転検

査官を緊急時対策所又は必要に応じて当該原子力事業所内の発災現

場等に派遣して、原子力事業所の状態及び原子力事業者による原子

力災害対処･収束活動の実施状況を把握させるとともに、ＥＲＣとの

連絡調整を行わせるものとする。 

 

二 専門家の派遣 

発生した施設敷地緊急事態の状況等を把握し、応急対策の迅速か

つ的確な準備、事故原因の究明等に資するため、又は関係地方公共

団体の要請に基づき、専門家及び国の専門的知識を有する職員を現

地に派遣するものとする。 

 

三 関係省庁事故対策連絡会議の開催 

施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、内閣府（原子力防災）

とともに関係省庁事故対策連絡会議を設置するものとする。施設敷

地緊急事態のまま事態が収束に向かいこれ以上事態が悪化しない見

通しが立った後、又は緊急参集チームで決定された事項について詳

細な連絡調整等を行う必要がある場合は、同会議において、関係省

庁間の連絡調整等を行うものとする。 

 

四 現地事故対策連絡会議の開催 

○現地に派遣された指定行政機関等の職員相互の連絡・調整を行う

ため、内閣府（原子力防災）とともに、必要に応じ、指定行政機関

等の職員をオフサイトセンターに集合させ、現地事故対策連絡会議

を開催するものとする。 

○内閣府（原子力防災）とともに、必要に応じ、指定公共団体、指

定公共機関及び原子力事業者に対して現地事故対策連絡会議への職

員の派遣を求めるものとする。 

 

五 指定行政機関等の対応 

原子力利用省庁等とともに、オフサイト対応を円滑に実施するた

め、速やかな職員の非常参集、連絡体制の確立等必要な体制をとる

ものとする。 

 

（２）原子力緊急事態宣言発出後の対応 

一 原子力災害対策本部の設置 

○原災本部が設置された場合には、原子力規制庁長官（又は代理の
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職員）が原災本部事務局官邸チーム事務局長代理を、原子力規制庁

次長（又は代理の職員）が原災本部事務局ＥＲＣチーム事務局長を

務めるものとする。 

○原子力施設事態即応センターに原子力規制庁長官が指定する原子

力規制庁職員等に加え、必要に応じ、委員を派遣するものとする。 

 

二 原子力事業者の応急措置の監督等 

○原子力規制事務所長又は所長があらかじめ指名した原子力運転検

査官を緊急時対策所又は必要に応じて当該原子力事業所内の発災現

場等に派遣して、原子力事業所の状態及び原子力事業者による原子

力災害対処･収束活動の実施状況を把握させるとともに、ＥＲＣとの

連絡調整を行わせるものとする。 

○原子力規制庁長官が指定する原子力規制庁職員等に加え、必要に

応じ、委員を原子力施設事態即応センターに派遣して、原子力事業

所の状態及び原子力事業者による原子力災害収束に向けた活動の実

施状況等についての情報収集を行わせるとともに、収集した情報に

ついて、テレビ会議システム等を通じて、官邸、内閣府本府庁舎、

ＥＲＣ及びオフサイトセンターに連絡させるものとする。 

○原子力規制庁長官が指定する原子力規制庁職員等は、原子力事業

者の対応状況の把握を行うとともに、原子力規制委員会の命令を原

子力事業者に徹底するものとする。 

○原子力事業者が設置する原子力事業所災害対策支援拠点に職員を

派遣し、原子力事業者の対応状況を踏まえた上で、必要がある場合

には、実動組織を含む関係機関と連携して、原子力事業者の事故収

束対応を支援するため、防災資機材の供給に係る輸送支援、緊急時

モニタリング支援等の活動を行うものとする。 

 

三 原子力災害派遣等 

原子力事業者の対応を踏まえた上で、必要のある場合には、関係

省庁（実動組織を含む。）とともに、連携して原子力災害収束に向

けた対応の支援を行うものとする。 

 

９ 指定公共機関等の活動体制 

原子力緊急事態宣言が発出された場合、文部科学省、経済産業省等と

ともに、指定公共機関、研究機関等に対して、原災本部事務局への専門

家の派遣を必要に応じて要請するとともに、派遣された専門家と、災害

の拡大防止、防護対策の活動内容等について、密接な情報交換を行うも
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のとする。 

 

１０ 被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者の安全確保 

被ばくの可能性のある環境下で活動する防災業務関係者の安全確保に

ついては、人事院規則１０－５及び原子力規制委員会放射線障害防止管

理規定に基づき、被ばく線量の管理、防災資機材の整備を行うとともに、

実際の活動にあたっては地方公共団体及び原子力事業者と相互に密接な

情報交換を行うものとする。 

 

第２節 避難、屋内退避等の防護及び情報提供活動 

１ 避難、屋内退避等の防護措置の実施 

関係省庁（実動組織を含む。）とともに、地方公共団体の要請等に応

じ、避難、屋内退避等の防護措置の支援を行うものとする。 

 

２ 安定ヨウ素剤の服用 

原子力規制委員会は、原則として、安定ヨウ素剤の服用について、そ

の必要性を判断するものとする。 

 

３ 国民への的確な情報の伝達 

原子力事業者とともに、地方公共団体と連絡をとりつつ、緊急時の第

一報を含め、随時報道機関への発表を行うものとする。またホームペー

ジ、緊急情報メール、Twitter等を活用した情報発信を行うものとする。

なお、その際、民心の安定並びに要配慮者及び一時滞在者等に配慮した

伝達を行うものとする。 

 

４ 外国政府等への情報提供・収集体制の強化 

○海外の報道機関等に対し、迅速かつ適切な広報活動を行うため、内閣

官房、外務省等とともに、官邸における記者会見の内容を外国語におい

ても伝えることができる体制を整備するものとする。 

○施設敷地緊急事態、全面緊急事態等の場合において、原子力事故の早

期通報に関する条約に基づき、国際原子力機関及び関係国に対し、原子

力事故が発生した事実を直ちに通報するものとする。 

 

第３節 原子力被災者の生活支援活動 

関係省庁とともに、原子力施設の状況等を考慮して設定された警戒区域へ

の一時立入り等の実施及びそれに伴う原子力被災者の避難退域時検査に準じ

た検査及び除染、原子力被災者等の健康調査や健康相談等の実施等、原子力
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被災者生活支援チームの取組に協力するものとする。 

 

第４節 医療活動等 

○地方公共団体及び拠点となる原子力災害拠点病院とともに、原子力災害

拠点病院等の診療状況等の情報を医療情報システム等により迅速に把握

し、応援の派遣等を行うものとする。 

○原子力災害医療・総合支援センター、国立研究開発法人量子科学技術研

究開発機構及び被災地域外の地方公共団体等とともに、医師を確保し、原

子力災害医療派遣チーム等を編成し、派遣するものとする。 

 

第５節 放射性物質の事業所外運搬時の事故に対する迅速かつ円滑な応急対

策 

○放射性物質の運搬中の事故による特定事象が発生した場合には、国土交

通省とともに、直ちに関係省庁、関係地方公共団体及び関係指定公共機関

に連絡するとともに、その後の情報を随時連絡するものとする。また、速

やかに関係省庁事故対策連絡会議を開催するとともに、国の職員及びあら

かじめ登録された国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構等の専門家を現地へ派遣し、必要な資機

材を現地へ動員するものとする。なお、放射性物質輸送事故対策会議が開

催されている場合、その事務は関係省庁事故対策連絡会議に引き継ぐもの

とする。 

○緊急時モニタリング及び医療等に関する専門家並びに現地対策本部等の

要員等の派遣に当たっては、国土交通省とともに、必要に応じ、緊急輸送

関係省庁の協力を得るものとする。 

○上記のほか、事業所外運搬時において、事故等が発生した場合の初動対

応については、「放射性物質の事業所外運搬時の事故等発生時における原

子力規制庁関連部署の初動対応マニュアル」（令和２年３月３０日原子力

規制庁決定）の定めるところにより対応する。 

 

第３章 災害復旧 

○所掌事務及び法令等に基づき原子力災害事後対策を実施するものとする。 

○原子力緊急事態解除宣言後、緊急時モニタリングセンターを廃止するもの

とし、必要に応じ、関係省庁、地方公共団体及び原子力事業者が協力して行

う放射線モニタリングに協力する。 

○関係省庁、地方公共団体及び原子力事業者とともに、継続的に緊急時モニ

タリングを実施し、原子力緊急事態解除宣言後において、地方公共団体及び

原子力事業者による平常時における環境放射線モニタリング体制に移行する
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ものとする。 

○警戒区域や避難指示区域等が引き続き設定されている間は、警察庁、消防

庁及び海上保安庁とともに、盗難防止対策、区域内の治安の確保、火災の予

防等に努めるものとする。 

○環境省及び地方公共団体とともに、厚生労働省と連携し、原子力事業所の

周辺地域の居住者等に対する心身の健康に関する相談及び健康調査を行うた

めの体制を整備するものとする。 

 

第４章 原子力艦の原子力災害 

１ 放射能影響の早期把握のための活動 

○海上保安庁、水産庁及び関係地方公共団体の協力を得て、原子力艦の寄

港する港湾等における放射能調査を行うものとする。 

○放射能調査によってモニタリング値に異常が検知され、原子力艦緊急事

態に至る可能性がある場合は、内閣官房、内閣府（原子力防災）、関係指

定行政機関及び関係地方公共団体に連絡するとともに環境モニタリングの

強化等必要な措置をとるものとする。 

 

２ 専門家の派遣等 

外務省等より原子力艦の原子力災害の発生の通報について連絡を受けた

場合、直ちに放射線計測、放射線防護等の専門家（原子力規制庁職員を含

む。）を政府本部及び現地へ派遣するものとする。 

 

３ 被ばく医療に係る医療チームの派遣 

文部科学省、厚生労働省とともに、必要に応じ、国立研究開発法人量子

科学技術研究開発機構等の医療関係者等からなる被ばく医療に係る医療チ

ームを現地に派遣するものとする。 

 

 ４ その他 

上記のほか、原子力艦の原子力災害時における対応については、原子力

艦原災マニュアル及び原子力艦初動対応マニュアルに基づき行う。 

 

第４編 その他の対策 

 

第１章 南海トラフ地震防災対策推進地域における地震防災推進計画 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第５条第１項

の規定に基づき、南海トラフ地震に係る地震防災に関し、採るべき措置等を定

める。 
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第１節 大規模な地震に係る防災訓練 

地震防災応急対策の効果的な実施を図るため、地震防災対策強化地域に係

る大規模地震の発生を想定した防災訓練を毎年１回以上実施する。その実施

内容及び方法等は別に定める。また、訓練に際しては、原子力規制事務所、

地方公共団体及び指定公共機関等と共同して訓練するよう留意する。   

 

第２節 教育及び広報  

○職員に対し、南海トラフ地震についての概要及び津波に関する知識等に

ついて必要な教育を行う。 

○南海トラフ地震に伴う混乱の発生を未然に防止するため、地震防災応急

対策の実施状況等を速やかに周知するよう広報に努める。 

 

第３節 地震発生後の対応 

○南海トラフ地震が発生した場合、第３編に基づき事態に応じた対応を行

う。 

 

第２章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災推進計画 

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法第５条第１項の規定に基づき、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係

る地震防災に関し、採るべき措置等を定める。 

 

第１節 大規模な地震に係る防災訓練 

地震防災応急対策の効果的な実施を図るため、地震防災対策強化地域に係

る大規模地震の発生を想定した防災訓練を毎年１回以上実施する。その実施

内容及び方法等は別に定める。また、訓練に際しては、原子力規制事務所、

地方公共団体及び指定公共機関等と共同して訓練するよう留意する。 

 

第２節 教育及び広報  

○職員に対し、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震についての概要及び津

波に関する知識等について必要な教育を行う。 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴う混乱の発生を未然に防止する

ため、地震防災応急対策の実施状況等を速やかに周知するよう広報に努め

る。 

 

第３節 地震発生後の対応 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合、第３編に基づき事
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態に応じた対応を行う。 

 

附 則（平成２５年３月２７日修正） 

この計画は平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年２月２６日修正） 

１ この計画は平成２６年３月 1日から施行する。 

２ 中央防災会議が，南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する

特別措置法（平成１４年法律第９２号）第４条に基づく南海トラフ地震

防災対策推進基本計画を作成した以後は、第４編第２章の東南海・南海

地震防災対策推進地域における地震防災推進計画は、同法第５条第１項

に基づく南海トラフ地震防災対策推進計画とみなす。この場合におい

て、本計画中「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法（平成１４年法律第９２号）第６条第１項」とあるのは「南海

トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年

法律第９２号）第５条第１項」と、「東南海・南海地震に係る地震防災

対策の推進に関する特別措置法第６条第１項」とあるのは「南海トラフ

地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第５条第１項」と、

「東南海・南海地震防災対策推進地域」とあるのは「南海トラフ地震防

災対策推進地域」と、「東南海・南海地震」とあるのは「南海トラフ地

震」と読み替えるものとする。 

 

附 則（平成２６年１０月８日修正） 

この計画は平成２６年１０月１４日から施行する。 

 

附 則（平成２７年８月２６日修正） 

この計画は平成２７年８月２６日から施行する。 

 

附 則（平成２８年３月２３日修正） 

この計画は平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年５月２５日修正） 

この計画は平成２８年５月３０日から施行する。 

 

   附 則（平成２８年９月２１日修正） 

  この計画は平成２８年９月２１日から施行する。 
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附 則（平成３０年１月３１日修正） 

  この計画は平成３０年１月３１日から施行する。 

 

附 則（令和５年４月２１日修正） 

  この計画は令和５年４月２１日から施行する。 

 


